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日
本
再
興
へ
技
術
・
社
会
の
革
新
を

地
域
活
性
化
は
農
業
、
観
光
が
鍵

　
日
本
経
済
団
体
連
合
会
の
榊
原
定
征
会
長
は
10
月
24
日
に
共
同
通
信
社
の
「
東
京
き
さ
ら
ぎ
会
」
で
講
演
し
、
日
本

経
済
の
課
題
と
経
済
界
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
語
っ
た
。
日
本
経
済
の
再
生
は
技
術
革
新
に
よ
る
新
た
な
市
場
創
造
に

か
か
っ
て
い
る
と
強
調
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
基
幹
産
業
を
生
か
し
た
経
済
活
性
化
を
全
国
で
展
開
す
る
べ
き
だ
と

訴
え
た
。
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
で
は
、
立
地
競
争
力
を
強
化
す
る
復
興
特
区
制
度
の
拡
充
が
必
要
と
指
摘
し
た
。

　
「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
グ
ロ
ー
バ

ル
化
の
推
進
で
日
本
再
興
を
加
速
す

る
」
と
題
し
た
講
演
の
要
旨
は
次
の

通
り
。

　

日
本
経
済
は
４
―
６
月
期
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
年
率
換
算
で
前
期

比
７
・
１
％
減
と
大
き
く
落
ち
込
ん

だ
が
、
先
行
き
を
過
度
に
悲
観
す
る

必
要
は
な
い
。

　

だ
が
消
費
税
増
税
に
よ
る
反
動
減

の
長
期
化
や
輸
出
回
復
の
遅
れ
、
輸

入
コ
ス
ト
の
増
加
、
人
手
不
足
の
慢

性
化
と
い
っ
た
成
長
を
下
押
し
す
る

リ
ス
ク
に
は
注
意
が
必
要
だ
。
大
き

な
問
題
と
な
り
つ
つ
あ
る
人
手
不
足

の
慢
性
化
が
成
長
の
制
約
要
因
と
な

ら
な
い
よ
う
、
対
策
を
講
じ
る
こ
と

が
国
家
的
な
課
題
と
い
え
る
。
景
気

の
力
強
さ
に
懸
念
が
出
始
め
て
お

り
、
デ
フ
レ
脱
却
に
向
け
た
正
念
場

と
い
え
る
。

　

政
府
が
６
月
に
ま
と
め
た
「
日
本

再
興
戦
略
改
訂
版
」
に
は
、
企
業
の

国
際
競
争
力
向
上
に
つ
な
が
る
画
期

的
か
つ
多
様
な
施
策
が
盛
り
込
ま
れ

た
。
企
業
活
力
の
発
揮
を
通
じ
て
国

民
の
生
活
水
準
を
高
め
て
い
く
政
権

の
意
思
が
強
く
反
映
さ
れ
て
お
り
、

高
く
評
価
し
て
い
る
。
繰
り
返
さ
れ

た
首
相
交
代
は
経
済
停
滞
の
大
き
な

原
因
と
も
な
っ
た
。
安
定
政
権
に
よ

る
確
実
な
実
行
を
期
待
し
て
い
る
。

　　

そ
の
際
に
重
要
な
視
点
が
「
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
」
と
「
グ
ロ
ー

バ
ル
化
へ
の
積
極
的
な
対
応
」
だ
。

特
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
日
本
経
済

再
生
の
鍵
と
な
る
。
従
来
の
「
技
術

立
国
」
を
超
え
る
「
未
来
創
造
型
技

術
立
国
」
を
実
現
し
、
未
来
を
切
り

開
い
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

も
う
一
つ
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は

政
治
、
経
済
、
社
会
な
ど
国
民
生
活

全
般
に
わ
た
る
「
社
会
制
度
の
革
新
」

だ
。
そ
の
具
体
例
と
し
て
、
経
団
連

は
社
会
保
障
・
税
の
一
体
改
革
、
働

き
方
の
改
革
、
女
性
活
躍
の
推
進
に

取
り
組
ん
で
い
る
。

　

現
在
の
低
い
出
生
率
が
続
け
ば
、

少
子
高
齢
化
に
よ
り
社
会
保
障
給
付

費
は
急
激
に
増
加
す
る
。
社
会
保
障

制
度
だ
け
で
な
く
、
国
家
存
立
の
大

前
提
と
な
る
財
政
の
持
続
可
能
性
す

ら
危
ぶ
ま
れ
る
。
一
体
改
革
で
は
、

来
年
10
月
か
ら
の
消
費
税
率
10
％
へ

の
着
実
な
引
き
上
げ
、
社
会
保
障
給

付
の
重
点
化
・
効
率
化
な
ど
が
必
要

だ
。「
支
え
手
」
と
な
る
現
役
世
代

や
企
業
の
負
担
能
力
を
高
め
る
観
点

か
ら
も
、
経
済
活
力
の
向
上
に
資
す

る
改
革
が
求
め
ら
れ
る
。

　

働
き
方
の
改
革
で
は
、
労
働
者
が

持
て
る
能
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る

環
境
づ
く
り
が
重
要
だ
。
専
門
職
・

企
画
職
に
対
し
て
、
十
分
な
健
康
管

理
措
置
と
併
せ
て
、
時
間
で
な
く
成

果
で
評
価
す
る
仕
組
み
を
導
入
す
る

こ
と
や
、
裁
量
労
働
制
の
拡
大
で
働

き
方
の
選
択
肢
を
増
や
す
こ
と
が
強

く
求
め
ら
れ
て
い
る
。
本
格
的
な
人

口
減
少
局
面
に
さ
し
か
か
る
中
で
、

外
国
か
ら
人
材
を
積
極
的
に
受
け
入

れ
て
い
く
こ
と
は
、
日
本
の
活
力
を

維
持
す
る
上
で
も
喫
緊
の
課
題
と
な

っ
て
い
る
。国
民
的
な
議
論
の
上
で
、

諸
外
国
の
事
例
も
参
考
に
し
な
が

ら
、
適
切
な
仕
組
み
を
整
備
す
る
こ

と
が
不
可
欠
だ
。

　

女
性
の
役
員
、
管
理
職
登
用
を
進

め
る
に
は
、
女
性
社
員
の
キ
ャ
リ
ア

意
識
や
管
理
職
層
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
、
長
時
間
労
働
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

課
題
が
関
係
す
る
。
経
団
連
は
４
月

に「
女
性
活
躍
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」

を
公
表
し
、
会
員
企
業
に
自
主
行
動

計
画
の
策
定
・
公
表
を
要
請
し
た
。

社
会
の
さ
ま
ざ
ま
な
主
体
と
連
携
し

な
が
ら
、
女
性
活
躍
の
推
進
を
着
実

に
実
行
し
て
い
く
。

　　

グ
ロ
ー
バ
ル
化
へ
の
積
極
的
な
対

応
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
な
ら
ぶ

日
本
再
興
の
鍵
と
な
る
。

　

日
本
企
業
の
強
み
を
発
揮
す
る
に

は
、
国
際
的
な
貿
易
・
投
資
に
関
す

る
包
括
的
で
高
い
水
準
の
ル
ー
ル
整

備
が
急
が
れ
る
。
多
く
の
産
業
分
野

で
競
合
す
る
韓
国
は
積
極
的
に
Ｆ
Ｔ

Ａ
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
を
推
進
し
て
い
る
。
日

本
も
競
争
条
件
の
イ
コ
ー
ル
・
フ
ィ

ッ
テ
ィ
ン
グ
を
確
保
し
な
け
れ
ば
い

け
な
い
。
経
団
連
は
、
中
期
的
に
は

Ｔ
Ｐ
Ｐ
、
Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
（
東
ア
ジ
ア
包

括
的
経
済
連
携
）
を
核
と
し
た
「
ア

ジ
ア
太
平
洋
自
由
貿
易
圏
（
Ｆ
Ｔ
Ａ

Ａ
Ｐ
）」
を
２
０
２
０
年
に
構
築
す

る
よ
う
提

言
し
て
い

る
。

　

経
済
界

と
し
て
、

民
間
外
交

の
推
進
と

経
済
交
流

の
活
発
化

に
も
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

日
中
間
の
輸
出
入
は
低
迷
し
、
対

中
投
資
も
大
幅
に
減
少
し
て
い
る
。

日
中
経
済
協
会
の
訪
中
ミ
ッ
シ
ョ
ン

で
汪
洋
副
総
理
ら
と
９
月
に
会
談

し
、
私
か
ら
「
日
中
貿
易
・
投
資
の

停
滞
は
政
治
外
交
関
係
が
影
響
し
て

お
り
、
打
開
が
必
要
だ
」
と
の
メ
ッ

セ
ー
ジ
を
伝
え
、認
識
を
共
有
し
た
。

　

日
韓
関
係
で
は
、
12
月
に
韓
国
最

大
の
経
済
団
体
で
あ
る
全
国
経
済
人

連
合
会
と
の
定
期
会
議
を
７
年
ぶ
り

に
再
開
す
る
。
来
年
の
国
交
正
常
化

50
周
年
に
向
け
て
、
関
係
改
善
に
貢

献
し
て
い
く
。

　

日
本
再
興
を
進
め
る
上
で
、
特
に

取
り
組
み
を
強
化
す
べ
き
は
地
域
経

済
の
活
性
化
で
あ
り
、
東
日
本
大
震

災
か
ら
の
復
興
だ
。

　

震
災
復
興
を
通
じ
て
、
自
立
的
で

持
続
可
能
性
の
高
い
地
域
経
済
を
再

生
す
る
に
は
、
立
地
競
争
力
と
成
長

力
の
強
化
が
必
要
だ
。
復
興
特
区
制

度
は
、
被
災
し
た
多
く
の
事
業
者
の

再
建
支
援
に
貢
献
し
て
い
る
が
、
域

外
か
ら
の
投
資
を
呼
び
込
む
こ
と
に

は
、
必
ず
し
も
十
分
活
用
で
き
て
い

な
い
。
制
度
の
拡
充
を
含
め
て
、
大

胆
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
積
極
的
に

導
入
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

安
倍
改
造
内
閣
が
「
地
方
創
生
」

を
最
重
要
課
題
の
一
つ
に
掲
げ
て
い

る
よ
う
に
、
地
域
経
済
の
活
性
化
は

全
国
共
通
の
課
題
と
な
る
。
地
域
の

外
か
ら
資
本
を
導
入
す
る
だ
け
で
な

く
、
地
域
の
基
幹
産
業
で
あ
る
農
業

や
観
光
の
潜
在
力
を
引
き
出
し
、
競

争
力
強
化
と
成
長
産
業
化
を
推
進
す

る
こ
と
が
重
要
に
な
っ
て
く
る
。

　

日
本
の
農
業
は
、
従
事
者
の
高
齢

化
や
耕
作
放
棄
地
の
拡
大
な
ど
多
く

の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。
農
業
法
人

に
よ
る
農
業
経
営
を
こ
れ
ま
で
以
上

に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
法
人
に
農

地
を
集
約
し
、
農
業
経
営
の
大
規
模

化
を
進
め
る
こ
と
が
不
可
欠
だ
。

　

観
光
は
、
旅
行
・
宿
泊
業
は
も
ち

ろ
ん
商
業
、
農
林
水
産
業
な
ど
幅
広

い
産
業
に
波
及
す
る
。
訪
日
外
国
人

旅
行
客
の
拡
大
に
向
け
て
、
交
通
イ

ン
フ
ラ
整
備
や
ビ
ザ
発
給
要
件
の
さ

ら
な
る
緩
和
、
民
間
外
交
の
推
進
、

観
光
立
国
を
担
う
人
材
育
成
に
取
り

組
ん
で
い
く
。　
　
　
　

 （
編
集
部
）

景
気
下
押
し
リ
ス
ク
を
注
視
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「
働
き
方
」
も
見
直
し
を

貿
易
ル
ー
ル
整
備
が
急
務


